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１. はじめに

地球温暖化等の気候変動問題に対して，人為起
源の温室効果ガス排出の影響が国際的に議論さ
れ，その削減の必要性が論じられるようになって
久しい。特に近年では温室効果ガス削減に向けた
国際政治的動向が複雑化する一方，世界がより根
本的な社会構造の変革も含めた「低炭素社会」実
現のための取組みを行い，温室効果ガス排出量を
大幅に削減することの必要性が認識されるように
なっており，2050 年までに世界の温室効果ガス
排出を現状から半減するという目標が広く共有さ

れつつある。中でもエネルギー起源の二酸化炭素
排出量は温室効果ガス排出量のかなりの部分を占
めるため，このような「低炭素社会」の実現可能
性を検討するに当り，今後のエネルギー需給や技
術開発・普及等を詳細に検討し，長期にわたるシ
ナリオを描くことが不可欠であると言える。

国際エネルギー需給は生産国と消費国との需給
バランスの上に成り立つものであり，それぞれの
国・地域の需給特性や，エネルギー政策，資源開
発の動向，新規技術の導入・普及状況等を適切に
把握した上で，それらを定量的に評価することが
必要となる。この目的のため，本稿では筆者らが
これまでに行った長期エネルギー需給モデル分析
1）2）3）4）をもとに 2050 年までの長期エネルギー需給
シナリオを試算し，更に国際機関による最新の分
析結果との比較により，低炭素社会に向けた課題
について考察した。
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要 約

本稿では，世界を 30 の国・地域に分割し，計量経済型モデルを用いて 2050 年までのエネルギー需給見通しを試算
した。各国が今後特段の CO2 削減対策を講じない「レファレンスケース」では，今後 2050 年までの間に世界の一次
エネルギー消費は 1.8 倍に，エネルギー起源 CO2 排出量は 1.7 倍に増大する。これは地球環境問題の面からも，また
各国のエネルギーセキュリティや資源開発の面からも持続的なシナリオではないと考えられる。これに対して，世界
各国が今後最大限のエネルギー・環境政策を実施し，また革新的技術の開発・導入が加速すると想定した「技術進展
ケース」では，2050 年の CO2 排出量は 2005 年比で 16％減となる。

国際エネルギー機関（IEA）による同様の試算では，2050 年までに 2005 年比で世界の CO2 を 50％減とするシナリ
オを描いている。この試算は「CO2 半減」という目標を先に置いて計算したものであり，その前提には非常に楽観的
なものが多いが，その結果は筆者らの試算結果と共通する部分も多く，これらを比較することにより今後世界の低炭
素化のために，何をすることが必要かを考えることができる。今後もこれらの試算を例としつつ，更に個々の技術や
各国・地域の特性等をより詳細に評価することにより，CO2 削減のための方策を更に探って行くことが必要である。

キーワード：地球環境問題，低炭素社会，エネルギー需給，再生可能エネルギー，原子力
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２．2050年までの世界の
　 エネルギー需給試算

2.1 モデルの構造

シナリオ作成にあたり，モデルとして，アジア
及び世界の各主要国を対象として，長期エネルギ
ー需給を総合的，整合的に分析する計量経済型エ
ネルギー需給モデルをコアとした，統合型エネル
ギー経済モデルを構築した。これはマクロ経済モ
デル，エネルギー需給モデルや , 技術評価モデル

（自動車 , 民生部門エネルギー消費機器）のサブ
モデルから構成されており，経済とエネルギー需
給の関係を整合的に取り扱っている。モデルの全
体像は図 1 の通りである。

（1） マクロ経済モデル
マクロ経済モデルは原油価格や経済・財政・金

融関連の国内政策を前提条件として与え，GDP
コンポネント（需要項目）を整合的に算出し，そ
こからエネルギー需要に直接，間接的に影響を与
える各種の経済活動指標を推計するものである。
マクロ経済モデルは実質支出ブロック， 2 次エネ
ルギー価格ブロック，産業活動ブロック，輸送活
動ブロック等の各ブロックから構成されている。

マクロ経済モデルの主要なアウトプットは，
GDP コンポネント，自動車保有台数（旅客，貨物）
などの輸送活動指標，粗鋼生産量などの生産活動
指標，各種物価指数，2 次エネルギー価格などで，

これらの将来推計を前提条件として下記のエネル
ギー需給モデルによる計算が行われることとなる。

（2） エネルギー需給モデル
エネルギー需給モデルはエネルギー需給分析の

中核をなすモデルである。ここで用いる基礎デー
タとしては IEA のエネルギーバランス表 5）6）を採
用し，これを適宜集約・加工して各国のエネルギ
ー需給の実績値をデータベース化した上で，将来
推計を行うことができるようにした。

モデル内では最終エネルギー消費（産業，民生，
運輸の各部門のエネルギー消費），エネルギー転
換（発電，石油精製，都市ガス製造など）及び一
次エネルギー供給に関する計算を扱った。即ち，
マクロ経済モデルより得られる諸指標を前提とし
てまず各部門の最終エネルギー消費を推計し，そ
の需要を満すために必要なエネルギー転換部門の
推計を行うことで一次エネルギー供給を整合的か
つ総合的に評価した。また後述の技術進展ケース
においては，次に述べる技術評価モデル等を用い
て，各技術の最終エネルギー消費・エネルギー転
換の各部門における省エネルギー量を推計し，そ
れをレファレンスケースのエネルギー消費量から
差引くことにより評価を行った。予測期間として
は，IEA データの実績最新値の翌年（2008 年）
以降，2050 年までを対象としている。

（3） 技術評価モデル
本分析では，自動車，民生部門エネルギー機器，

再生可能エネルギー及び原子力発電の将来予測
を，別途，ボトムアップ的に推計し，この推計値
をエネルギー需給モデルに入力することにより，
革新的技術の省エネ等の導入効果を考慮してい
る。自動車の普及見通し，省エネ効果の推計に関
しては，日本エネルギー経済研究所が構築した詳
細な自動車導入モデル 7）を用いている。民生部門
のエネルギー消費機器（冷蔵庫，エアコン等）の
普及による省エネ効果は，文献 8）を元に，対象地
域における当該機器の普及と廃棄を考慮に入れた
積上げ型モデルを構築し，保有台数ベースでのエ
ネルギー効率をエネルギー需給モデルに入力する
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図 1　計量モデルの構造
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ことにより，高効率技術の省エネ効果を考慮して
いる。再生可能エネルギーに関しては，既存文献
9）における既存技術とのコスト競合効果を考慮に
入れた技術評価モデルを参照し，普及パターンを
計算している。原子力については，既存文献 10） 

11）12）13）における導入見通しを参考とした上で，現
在の世界各国の原子力政策や原子力開発計画を反
映させ，国ごとに原子力発電設備容量の見通しを
作成し，それを集計してモデルの入力条件とした。

（4） 地域区分
本研究では，地政学的要因や各地域のエネルギ

ー需給構造を考慮することにより，図 2 のように
30 の国もしくは地域に世界を分割してエネルギ
ー需給予測を行った。特に，アジア地域のエネル
ギー需給を詳細に分析することを目的として，同
地域を 14 の国・地域に分割している。
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・インド ・他アジア

北米

中南米
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アジア(14地域)

アフリカ
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オセアニア

図 2　計量モデルに用いた地域区分

2.2 試算の前提

（1） 人口及び経済成長の見通し
人口については国連による最新の将来予測（中

位推計）を参照し，図 3 の通り想定した。経済発
展に伴い発展途上国の出生率は低下する傾向にあ
るが，世界全体では人口は今後も年平均 1% 弱の
増加基調で推移し，2007 年の 66 億人から，2050
年には 92 億人まで増加する。うちアジア人は 47
億人である。中国では 2030 年前後にピークを迎
え，インド等のアジア諸国でも 2050 年には増加
は頭打ちとなる。

経済成長の見通しを図 4 に示す。世界全体の

2050 年までの平均成長率は 2.5％と試算された。
人口が微増あるいは減少する先進国における平均
成長率は 1.7％にとどまる。一方，今後も人口が
大きく伸びる途上国では 4.0％の高水準を維持す
る。2030 年以降に人口が減少に向かう中国の経
済成長率は大きく低下するが，人口増の続くイン
ドでは高成長を維持すると見込まれる。
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（2） ケース設定
ケース設定に関しては，レファレンスケース及

び技術進展ケースの 2 つのケースを想定した。
レファレンスケースは，世界各国が現状以上に

特段の環境対策・省エネルギー対策を行わないケ
ースである。この場合には後述のように，世界の
エネルギー消費は 2050 年まで直線的に増加を続
け，それに伴ってエネルギー起源 CO2 排出量も
増加を続ける。これに対して，技術進展ケースで
は世界各国が地球温暖化対策の強化やエネルギー
安定供給の確保等に資するより一層のエネルギ
ー・環境政策を実施し，また今後革新的技術の開
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発・導入が加速すると想定した。このケースでは
基本的には世界各国・地域のエネルギー政策を反
映して諸前提を設定しているが，政策議論が進ん
でいないアジア等の途上国においては，先進国か
らの技術移転促進によりエネルギー効率の向上や
非化石エネルギー導入が進むと想定している。技
術進展ケースにおいて想定した技術は表 1 の通り
である。

表 1　技術進展ケースにおける技術の想定 

【需要サイドの技術】
■ 産業部門
セクトラルアプローチ等により最高効率水準
(ベストプラクティス)の産業プロセス技術(鉄
鋼、セメント、紙パルプ、石油精製)が世界
的に普及
■ 運輸部門
クリーンエネルギー自動車(低燃費自動車、
ハイブリッド自動車、プライグインハイブリッ
ド自動車、電気自動車、燃料電池自動車)の
普及拡大
■ 民生部門
省エネ家電(冷蔵庫、テレビ等)、高効率給湯
器(ヒートポンプ等)、高効率空調機器、高効
率照明の普及拡大、断熱強化

【供給サイドの技術】
■ 再生可能エネルギー

風力発電、太陽光発電、太陽熱発電、バイ
オマス発電、バイオ燃料の普及拡大
■ 原子力導入促進

原子力発電建設加速化、設備利用率向上
■ 高効率火力発電技術
超々臨界圧石炭火力、石炭IGCC、石炭
IGFC、天然ガスMACCの普及拡大
■ 二酸化炭素回収・貯留(CCS)
発電部門(石炭火力、ガス火力の新設、既
設設備)、産業部門(鉄鋼、セメント等大規模
排出源)での導入拡大

環境規制や国家目標の導入、強化

環境税、排出量取引、再生可能エネルギー導入
基準、補助金・助成制度、固定価格買取制度、省
エネ基準、燃費基準、低炭素燃料基準、省エネ・
環境ラベリング制度、国家的戦略・目標設定等

研究開発投資の拡大、国際的な省エネ技術
協力(鉄鋼、セメント分野等)や省エネ基準制
度の構築支援等

技術開発強化や国際的な技術協力の推進

 
 

2.3 結果・考察
2.3.1  一次エネルギー消費の見通し（レファレン
　スケース）

図 5 に地域別にみた世界の一次エネルギー消費
の見通しを示す。
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図 5　地域別一次エネルギー消費の見通し

レファレンスケースでは，世界の一次エネルギ
ー消費は 2007 年から 2050 年まで年率 1.4％で増

加し，2007 年の石油換算 111 億トンから 2050 年
には 204 億トンまで拡大する。2007 年から 2050
年までのエネルギー消費増加量の約 9 割が，発展
途上国（非 OECD 諸国）において生じる。特に
アジア地域は年率 2.3％の経済成長により世界の
エネルギー消費増加量の約 6 割を占め，同地域に
おける増加が世界のエネルギー消費を牽引する。
中でも中国・インドの成長が著しく，この 2 国で
世界の一次エネルギー消費の約 3 割を占める。

図 6 にエネルギー源別に見た世界とアジアの一
次エネルギー消費の見通しを示す。エネルギー源
別に見ると，世界では 2050 年まで依然として石
油が最も構成比率の大きいエネルギー源として着
実に増加するともに，天然ガスの消費量が急増し，
石油に継ぐ比率を占める。原子力及び再生可能エ
ネルギー等の普及進展に伴い化石燃料の比率は
89％から 83％まで低下するものの，依然として
主要なエネルギー源として位置づけられる。

アジアでは，2007 年に 52％を占める石炭，31
％を占める石油の比率は 2050 年にはそれぞれ 38
％，26％まで低下するものの，エネルギー消費量
自体が急速に伸び続けるため，ともに消費量は大
きく増加する。特に，現時点から 2050 年まで総
発電量の半分以上を石炭火力が占める見込みであ
る。一方，化石燃料の中では天然ガスへのシフト
が明確となり，一次エネルギー供給に占める天然
ガスの比率は 2050 年には 19％まで拡大する。化
石燃料合計の比率は 2007 年の 94％に比較すると
若干低下するものの，2050 年においても 80％以
上を占める。

2.3.2 燃料別需給の見通し

（1） 石油
図 7 に世界の石油消費の見通しを示す。レファ

レンスケースでは，世界の石油消費量は 2007 年
の 8,500 万バレル / 日から 2050 年には 1 億 2,900
万バレル / 日へ，年率 1.0％で増加する。地域別
ではこの増加量の 7 割がアジアで生じ，部門別で
は 6 割が運輸部門に起因する。既に先進国

（OECD）の石油需要は 2005 年以降減少を続けて
おり，2050 年まで年率マイナス 0.2％で減少する
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一方，途上国（非 OECD）では年率 2.1％で増加
する。今後既存油田は生産量が減退に向うと想定
されるため，レファレンスケースでは非在来型資
源も含めた投資を大幅に増強し，資源の確保に努
めることが急務の課題となる。また，需給の逼迫
に伴う原油価格の高騰も懸念される。技術進展ケ
ースでは，運輸部門での次世代自動車普及などの
効果により，世界の石油消費量は 2040 年頃に頭
打ちを迎える。このケースでも積極的な資源開発
は必要であるものの，レファレンスケースと比較
すると資源需給は大幅に緩和されると想定される。

（2） 天然ガス
図 8 に世界の天然ガス消費の見通しを示す。天

然ガス消費量は，レファレンスケースでは 2007
年の 2 兆 8,000 億立方メートルから，2050 年に

は 6 兆 3,000 億立方メートルへと年率 1.9％で増
加する。石油と同様，途上国，特にアジア地域に
おいて高い伸びを示す。技術進展ケースでは，天
然ガス消費量はレファレンスケースに比べ 2050
年に 16％程度の減少となるが，石油消費量と異
なり，このケースにあっても 2050 年までにピー
クアウトを迎えず，なお増加傾向が続く。このた
め，非在来型資源を含む資源開発は今後も不可欠
であり，適切な投資の継続が求められる。

（3） 原子力発電及びウラン
図 9 に世界の原子力発電設備量の見通しを示

す。世 界 の 原 子 力 発 電 設 備 量 は，2007 年 の
392GW から，2050 年にはレファレンスケースで
897GW，技術進展ケースで 1,122GW まで拡大す
る見通しである。特に中国・インド等の国で急速
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な進展が見込まれるとともに，東南アジア・中東
等の国でも新規の発電所建設が行われる。

これに伴い，ウランの需要量も増大する。テイ
ル濃度（ウラン濃縮を行った際に副産物として生
じる劣化ウランの濃度）を 0.3％とした場合，世
界のウラン需要量は 2007 年の約 7 万トンから，
2050 年にはレファレンスケース，技術進展ケー
スでそれぞれ 15 万トン，20 万トンに達する。一
方で，近年のウラン価格の上昇により現在多くの
国で資源開発が積極的に行われており 14），中期
的にはウラン需要の増大にもかかわらず需給は極
度には逼迫しない見通しである。しかし長期的に
は，技術進展ケース相当に発電所建設が進んだ場
合には天然ウランもしくは濃縮役務の需給に逼迫
が生じる可能性も高く，核不拡散問題等に十分な

考慮を払いつつ，生産・濃縮等の施設を急速に拡
充することが必要である。

2.3.3 エネルギー起源 CO2排出量の見通し

図 10 にレファレンスケースと技術進展ケース
のエネルギー起源 CO2 排出量の見通しを示す。

レファレンスケースでは 2007 年の 288 億トン
から，2050 年には 485 億トンまで排出量が増大
する。技術進展ケースでは，省エネルギー，原子
力・再生可能エネルギーの導入，燃料転換，CCS

（二酸化炭素回収・貯留）等により排出量は 228
億トンまで減少する。2050 年でのレファレンス
ケースから技術進展ケースへの削減量 257 億トン
のうち，約 7 割が途上国によるものである。また
技術対策別に見ると，同削減量の約 4 割が機器効
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率向上等の省エネルギーによる効果となっている。

３. 国際エネルギー機関（IEA）による
　　 試算結果との比較

3.1 IEAによる試算の概要

国際エネルギー機関（International Energy 
Agency：IEA）は 2 年に一度，2050 までの技術
導 入 シ ナ リ オ（Energy Technology  
Perspectives：ETP）を発表している。その最新
版である ETP 2010 は今年 7 月に発表されており
15），以下に示す 2 つのシナリオについて各エネル
ギー技術の導入を評価し，各部門・エネルギー源
別のエネルギー消費量や CO2 排出量等を推計し
ている。
① ベースライン・シナリオ

政府がエネルギーと気候変動に関する新政策を
導入しないと想定したシナリオ。同機関の発表し
た 2030 年までの需給見通し World Energy 
Outlook （WEO） 2009 のレファレンス・シナリ
オを 2050 年まで延長させたもの。
② BLUE Map シナリオ

世界のエネルギー起源 CO2 の排出量を 2050 年
に 2005 年比で半減させるための最も低コストな
方法を検討した，「目標指向的」なシナリオ。

ベースライン・シナリオでは，世界のエネルギ
ー起源 CO2 排出量は 2050 年に 57Gt に達する，
とされる。それに対し，BLUE Map では CO2 排
出量は 2015 年から 2020 年の間にピークアウト，
その後低減に向って行く。このピークアウト時期
が遅くなればなるほど削減対策コストは上昇し，
目標の達成は難しくなる，と述べられている。ま
た，各国がコペンハーゲン合意での目標削減量

（Pledge）を達成した場合には 2020 年まで CO2

は微増を続け，同年の CO2 排出量は BLUE Map
を 1Gt 上回るとされるため，世界で半減を目指
すためにはより野心的な目標が必要，もしくはそ
の後の対策費用が非常に高価になる，と述べられ
ている。

43Gt の削減の内訳は，CCS が 19％，再生可能
エネルギー（発電部門・バイオ燃料含む）が 19％，
原子力が 6％，発電部門の効率向上及び燃料転換
が 5％，最終消費での燃料転換が 15％（うち電気
自動車・燃料電池車の導入がそれぞれ 7％・4％），
最終消費での効率向上が 38％となっている。

 

図 11　IEA試算での CO2排出量の推移

世界半減を実現するためには，各種技術に対す
る政府の支援や実証試験の実施，CO2 削減のため
のインセンティブの導入（炭素価格，取引制度，
減税措置，補助金，規制，自主的削減プログラム
の実施など）や，その他技術の普及への障壁をな
くす様々な手段が必要である，とされる。特に，
CO2 削減のためには 175 ドル /tCO2 （2008 年実
質価格。以下同様）までのコストをもつ対策が必
要である，とされる。

BLUE Mapを実現するために必要な投資額は，
ベースライン・シナリオに対し 2050 年までの累
計で 46 兆ドルの増となっている。このうち 50％

 

293
305 308

415

339

389

271
212

184

288

150

250

350

450

550

1980 1990 2000 2007 2020 2030 2040 2050

CO2換算億トン

レファレンス

技術進展

OECD

nonOECD

228

485

図10　世界のエネルギー起源CO2排出量の見通し



2050 年までの世界のエネルギー需給見通しと低炭素社会実現に向けた課題70

は次世代自動車等に関するコスト増など運輸部門
におけるものとなる。これらの投資に対し，省エ
ネルギーによるコストメリットが 112 兆ドル得ら
れるため，割引率を考慮しない場合には差引き
66 兆ドルのメリットがある。仮に割引率を 3％と
するとこのメリットは 32 兆ドル，10％とすると
8 兆ドル程度になる。

CO2 削減のための鍵となるのは発電部門におけ
る低炭素化である。ベースライン・シナリオでは，
2050 年に発電電力量の 44％を石炭火力が，23％
をガス火力が占め，全体の 68％を火力発電が占
めることとなる。これに対して BLUE Map では，
48％が再生可能エネルギー（うち，太陽光・太陽
熱・風力が 25％，水力が 14％），24％が原子力
により賄われている。また，石炭火力の 9 割，ガ
ス火力の 3 割に対して CCS が導入され，その結
果として電力の排出係数（発電端）は 67gCO2/
kWh まで低減する。BLUE Map のバリエーショ
ンとして，CCS を用いないケース，原子力や再
生可能エネルギーがより進展したケース及び低い
割引率（3％）を想定したケースが検討されてい
るが，例えば原子力進展ケース（hi NUC）では
原子力発電のシェアは 39％に，再生可能進展ケ
ース（hi REN）では再生可能エネルギーのシェ
アは 75％にまで達する。

IEA の発する主要なメッセージの一つは，途
上国における削減の重要性である。先進国（OECD
諸国）は現在エネルギー起源 CO2 の 45％を排出
しているが，ベースライン・シナリオでは新興国
等の需要の急増に伴い，このシェアは 2050 年に
1/3 以下まで低減する。従って 2050 年に世界で
CO2 を半減するためには，途上国（非 OECD 諸国）
においても相応の努力がなされなくてはならな
い。BLUE Map では OECD 諸国平均で 2050 年
に 2005 年比 77％の削減，非 OECD 諸国平均で
同 24％の削減（中国では 30％減，インドでは 10
％増）となっている。ベースラインから BLUE 
Map までの削減量のうち，OECD 諸国によるも
のは 28％に過ぎず，残りは非 OECD 諸国となっ
ている。このように，CO2 削減は先進国のみの問
題ではなく，世界規模で取組むべき問題であるこ

とが，ETP 2010 では再三強調されている。

3.2 筆者らによる試算との比較

以下，IEA による試算結果を筆者らによる試
算結果と比較し，2050 年の低炭素社会実現のた
めの方策について検討する。

3.2.1 CO2排出量の推移

筆者らによる試算では図 10 に示すように，技
術進展ケースで 2050 年にレファレンスケースか
ら 26Gt の削減が行われる。同年の CO2 排出量は
22.8Gt となっており，これは 2005 年比で 16％減
に相当する。この試算での CO2 排出係数は 2050
年に世界で 168gCO2/kWh となっており，仮に
発電部門の更なる低炭素化によりこれを IEA と
同等の 67gCO2/kWh まで低減させたとすると，
CO2 排出量は 18.8Gt，2005 年比で 31％減となる。

削減量の内訳は表 2 の通りである。ここから読
み取れるように，まず IEA では筆者らと比較し
て再生可能エネルギー・原子力ともに大きく積み
増すことで，電源の低炭素化を達成する姿として
いる。

更に，最終消費における燃料転換及び省エネル
ギーによる効果の差も大きい。このように，IEA
は「発電部門の低炭素化を極限まで進めることで
その排出係数を小さくし，その上で電化を進展さ
せる」ことを CO2 削減の方策の大きな柱として
いる。その上で，更に需要部門での大規模な省エ
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ネルギーを想定し，最終的に世界全体で半減とい
う目標を達成する姿を描いている。

3.2.2 電源構成の問題

このように，世界で CO2 半減というような極
端に厳しい削減目標を本気で目指す場合には，「発
電の CO2 排出係数を可能な限りゼロに近づける
こと」は殆ど不可欠であると言ってよい。これと
同様のことは国内での削減についても言うことが
でき，例えば日本で目標とされている（60％～）
80％以上の温室効果ガス削減を行うためには電力
からの CO2 排出をほぼゼロとすることが必要で
ある，と言われている 16）。しかし実際には，世
界全体でそのような目標を達成することは決して
容易ではないと思われる。

　IEA では，電力の CO2 排出係数は，2007 年
の 500gCO2/kWh 程 度 か ら，2050 年 に は
67gCO2/kWhまで低減させることとなっている。
このためにはOECD諸国でこの値をほぼゼロに，
非 OECD 諸国であっても 100gCO2/kWh 程度ま
で低減させることが必要である。筆者らによる試
算でも，世界の電力の CO2 排出係数は 168gCO2/
kWh まで低減する見通しとなっており，CO2 排
出量削減のために発電部門の大幅な低炭素化が必
要であることは確実であると考えられる。

IEA では，図 12 のように，原子力及び再生可
能エネルギーを大きく積み増すことによってこの
電力排出係数の低減が達成される姿となっている。

原子力については，現状で 374GW（ネット）
の原子力発電設備容量が，2050 年には BLUE 

Map で 1200GW， 原 子 力 進 展 ケ ー ス で は
2000GWまで拡大するものとされている。これは，
2010 年から 2050 年まで毎年平均でそれぞれ
30GW 及び 50GW の発電プラントを建設する想
定となる。BLUE Map の想定は筆者らの想定よ
りもやや大きく，NEA（OECD/Nuclear Energy 
Agency）等の想定よりもやや小さい程度である
が，原子力高ケースの想定はそれらをはるかに上
回る。過去世界で原子力設備容量が最も急速に増
加した 1980 年代でもそのペースが 30GW/ 年を
上回ることはなく，平均して 20GW/ 年程度であ
った。このことからも，2010 年からの平均で
30GW/ 年という BLUE Map の想定はかなり野
心的な目標，50GW/ 年という原子力高ケースの
想定は絶対に不可能とは言えないものの，その実
現性が危ぶまれるほどの目標であると言えるだろ
う。また ETP 2010 の本文中でも原子力高ケース
ではウラン資源の需給逼迫が懸念され FBR 等の
より先進的な炉の導入が必要になると述べられる
とともに，高レベル放射性廃棄物や国際的な核不
拡散の取り組みも重要となる，と述べられている。

再生可能エネルギー発電については，2007 年
の発電量に対して，2050 年にベースライン・シ
ナリオで太陽光・太陽熱 190 倍，風力 12 倍，水
力を除く再生可能合計で 9 倍に増大する想定とな
っており，これは筆者らの見通し（レファレンス
ケース）とほぼ同程度のものとなる。これに対し
て BLUE Map では太陽光・太陽熱 1000 倍，風
力 28 倍，水力除く再生可能 27 倍，更に再生可能
進展ケースでは太陽光・太陽熱 2000 倍，風力 47

表 2　各対策による削減量内訳の比較  
IEA 今回試算

CCS 8 10

再生可能 7 2

原子力 3 1

発電効率と燃料転換 2 3

エンドユースの燃料転換 6

エンドユースの省エネ等 16

計 43 26
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世界 アジア

図 13　筆者らの試算での電力の CO2排出係数
　　　 見通し
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倍，水力除く再生可能で 44 倍の導入量となって
いる。

このように，BLUE Map では原子力及び再生
可能エネルギー，特に再生可能を非常に大きく積
み増すことにより電力の排出係数を極度に小さく
し，それによって CO2 排出量を大きく削減する
姿となっている。

世界全体で CO2 を半減するという目標を達成
するためには，電力の CO2 排出係数を現状から
極端に低減させ，世界平均で 100gCO2/kWh 程
度を下回るようにする必要がある，ということは
恐らく正しい。しかしそれは非常に難しい問題で
ある，ということも十分に認識しなくてはならな
い。これを実現するための手段として，我々は再
生可能エネルギー・原子力・CCS の 3 種類のも
のしか持っていない。ETP 2010 で 54 億トンの
捕集が想定されている発電部門での CCS の導入
目標がもし達成されなかった場合には，原子力及
び再生可能に求められる役割は更に大きなものと
なる。この難しさは，2050 年で世界半減という
目標を考える際には常に認識する必要があるもの
だと思われる。

3.2.3 電力系統及び蓄電池の問題

上記のように再生可能・原子力を大幅に導入し
た際に問題となるのは，電力系統の問題である。
一般に風力発電や太陽光発電は発電量が時間に応
じて大きく変動するため，現状のままではその導
入には強い制約が課せられる。また，原子力発電
は現在ベース電源として用いられているが，例え
ば我が国では現状で電力の負荷に追従した運転を
行うことができないため，発電電力量全体に占め
るそのシェアを極度に引き上げた際にはやはり系
統運用上支障を来すことになる。

発電量の変動の大きな風力・太陽による発電の
シェアは合計で BLUE Map で 24％，再生可能進
展ケースでは 46％にも及ぶ（但しこのうち太陽
熱発電については，今後の蓄熱技術の進展により

「変動の大きな電源」ではなくなる，と想定され
ているかもしれない）。BLUE Map 程度のシェア
であっても，これにより安定的な電力供給を行う

ためには送配電網の強化，需要側の制御，蓄電能
力の強化などの対策が必要になる。

ETP 2010 では第 4 章にこの問題が扱われてお
り，BLUE Map ではベースラインに比べて追加
的に 3.9 兆ドルの投資が必要となる，とされてい
る（但しこれは，系統対策コスト等の増加から，
電力の省エネによる必要投資額の減少分を差引い
たものである）。但し，系統対策の正確なコスト
はまだわかっていない，との注釈もつけられてお
り，文中ではスマートグリッドがピークロードを
下げ，エネルギーの利用効率を上げることからト
ータルでは既存のグリッドよりも安くなる可能性
もある，と記されている。しかし逆に BLUE 
Map，更に再生可能進展ケースのような高い比
率で再生可能エネルギー発電を導入したケースは
未だないものであり，実際には全世界で 3.9 兆ド
ルの投資では済まない可能性も考えなくてはなら
ないだろう。いずれにせよ，電力系統の問題を解
決することが 2050 年の低炭素化に向けて必須の
課題であることは間違いがないだろう。

3.2.4 削減コスト及び投資の問題

今回の BLUE Map では，175 ドル /tCO2 まで
の削減コストによって世界で CO2 半減を行うこ
とが可能，との結果になっている。前回の ETP 
2008 ではこれは 200 ドル /tCO2 程度とされてお
り，その削減コストカーブが図 14 のように記載
されていた。

 

図 14　限界削減費用コストカーブ（ETP2008）

この図からわかるように，200 ドル /tCO2 とい
うコストは ”Technology optimism”の想定に
基づいたものであり，”Technology pessimism”
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の想定に立った場合にはこのコストは 500 ドル /
tCO2 程度まで上昇する。今回の ETP 2010 には
コストカーブの図は記載されておらず，ベースラ
インの CO2 が下がったことと化石燃料価格の想
定が上ったことにより限界削減費用が 200 ドル /
tCO2 から 175 ドル /tCO2 まで低減した，と記さ
れているのみであるが，やはりより「楽観的でな
い」想定をした場合には，このコストは数倍に上
昇する，と考えて良いであろう。このように，
ETP 2010 で記されているコストはあくまでも最
低値であり，実際にかかる費用はより高くなる可
能性があることを認識する必要がある。

また ETP 2010 では，BLUE Map で必要な投
資コスト 46 兆ドルに対して 112 兆ドルのコスト
メリットが見込まれるため，ネットでは対策は負
担ではなく利益をもたらすものであり，従って適
切な政策等により早期に対策の導入を促すことが
必要である，との主張が再三なされている。しか
しこの 112 兆ドルのコストメリットとは，世界全
体の一次エネルギー消費の変化からトータルでの
エネルギーコストの削減分を評価したものに過ぎ
ない。実際の削減のためには個々の対策の一つ一
つを行う必要があり，それらのうち多くは，図
14 に示すように（仮に楽観的な想定を置いたと
しても）ネガティブコスト，即ち省エネメリット
が投資コストを上回るものでは決してない。また
同図に示されるように，種々の対策中，エンドユ
ースにおける省エネルギーは多くがネガティブコ
ストとなると想定されていると思われるが，例え
ば実際に日本では既築住宅の断熱改修には 200 ～
300 万円のコストがかかると言われ，元々の暖房
用エネルギー消費が欧州等に比べて低い水準にあ
る日本では，そのコストは必ずしもネガティブで
はない（ETP 2010 においても，住宅の断熱コス
トは国により，プラスからマイナスの幅広い値を
とると説明されている）。結局エンドユースの需
要家にとって重要なのはコスト及びその回収期間
であるが，これは技術により，またその技術が導
入される地域により大きく異なるものとなる。エ
ンドユースにおける実際の対策の進展を考える際
には，上記のような世界全体のエネルギーコスト

メリットのみではなく，個々の具体的な対策につ
いて十分な検討を行い，CO2 半減に向けた経済性
をより詳細に評価することが求められる，と言え
るだろう。

４. 結論

本稿では，需給モデルをコアとした計量経済型
モデルにより 2050 年までの世界のエネルギー需
給シナリオを作成した。今後 2050 年までの間に，
アジア諸国を中心とした人口増加や経済成長によ
りエネルギー消費量は急速に拡大する。これに対
して特段の対策を講じないレファレンスケースで
は，二酸化炭素の排出量が増加を続けると同時に，
石油等の資源消費も増大し，需給の逼迫・エネル
ギー価格の高騰等が懸念される。このため，温室
効果ガス削減及び資源制約の両面から，レファレ
ンスケースは持続可能ではないと考えられ，より
省エネルギー・CO2 排出削減のための努力が求め
られる。

しかし今後見込まれる技術の最大限の普及を想
定した技術進展ケースにおいても，2050 年の
CO2 排出量は 2005 年比で 16％減（1990 年比で
は 8％増）に止まり，現在国際的な合意の一つと
されている「2050 年に世界全体で半減」には到
達しない結果となった。

また，IEA による最新の見通しである ETP 
2010 は「2050 年に CO2 を世界で半減」するとい
う目標を達成するための姿を描いたものである
が，その姿勢は一言で言うと「非常に楽観的」で
ある。ETP 2010 における各シナリオは「予測」
ではなく，「より安全で持続可能なエネルギーの
未来をつくり出すための道筋や機会を明示するも
の」である，と述べられており，その意図すると
ころは必しも明確ではないが，これらのシナリオ
は「世界半減が可能である」ということを積極的
に主張しているというよりは，「仮に世界で半減
を行うためにはこのようなことがなされなくては
ならない」ということを述べている，と見るべき
である。「BLUE Map では世界の CO2 排出量は
2020 年までにピークアウトを迎える。もしこれ
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が実現できない場合には，その後の負担は更に大
きなものとなる」という記述も，そのような文脈
のもとで読まれるべきであろう。

ETP 2010 から得られる最大のメッセージは，
もし世界が本気で CO2 の半減を目指すなら，現
在各国で検討されている削減目標や，現在行われ
ている省エネ・低炭素投資は全く不十分であり，
より一層の国際協調・政策の進展と投資の拡大が，
今すぐに求められる，ということである。その計
算の前提や具体的な削減方法については種々の異
論が提示されるものであるにせよ，このような「非
常に楽観的」な想定に基づいてさえ，現在の対策
導入は不十分である，ということを定量的・整合
的に示したことは大きな価値であると言えるだろ
う。

2050 年までのエネルギー需給・技術進展の予
測は不確実性が大きく，評価・分析に用いるツー
ルやそれを実施する人の立場によっても結果は大
きく異なる。しかしそれらを比較・検討すること
により，現状で見通される限りにおいて確実に言
えることも多くある，と考えられる。今後もこれ
らの試算を例としつつ，更に個々の技術や各国・
地域の特性等をより詳細に評価することにより，
CO2 削減のための方策を更に探って行くことが求
められる。
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